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石川県医師協同組合と提携する「(株)金沢紙業」の機密書類の廃棄は、２つの

方法からご選択いただけます。

① 少量回収サービス ② 出張裁断サービス

また、ＲＤＶシステムに対応した専門業者がお伺いします。

※注1 ＲＤＶシステムとは、プロによる安全・安心の機密情報抹消サービスです。お客様からお預かりした機密文

書・データを、確実に抹消します。 裁断・抹消後の紙は、再生資源としてリサイクルし、地球環境への配慮も

怠りません。国内初のISO27001広域認証を取得し機密情報の取扱いからリサイクルの方法など、国際規

格に沿って抹消します。

※注2 紙以外（クリアファイル・写真・感熱紙・カーボン紙・ラミネート加工紙等）は廃棄不可となります。

に処理
いたします

医療機関の
重要書類を

②出張裁断サービス

シュレッダーを搭載した専用車両でお伺いし

ます。

裁断したことをご自身の目で確認できる最も

安全安心なサービスです。みかん箱1つ分の書

類（15kg程度）を約3分で処理いたします。

サービス料金

基本料金 300kgまで 19,800円（税込）

超過料金 1kgあたり 60円（税込）

① 少量回収サービス

専用の回収ボックスをお届けします。

回収ボックスに書類を入れてご連絡を頂ければ回収にお伺

いいたします。

回収までの期限はありませんので、ダンボールをお渡し

後、一定期間クリニックで保管頂いた後に回収することも

できます。

MAX20kgタイプ
幅47cm×奥行33cm×高さ25cm
A4コピー用紙（2500枚入り）の箱、2個
分が入ります。

保存用にも使える、便利な段ボール

タイプ。「RDV」のロゴ入りです！

サービス料金

専用ダンボール 1個 1,980円（税込）

※ダンボール箱代・処理料を含む

※ダンボールをお渡しした時点で料金が発生し、

回収時の料金は不要となります。

医協のスケールメリットを生かした特典をご利用いただくために
資料請求・デモ・見積り等の第一報は、石川県医師協同組合へTEL：076-239-4144

石川県医師協同組合【購買部】 〒920-8201 金沢市鞍月東2丁目48番地
TEL:076-239-4144・FAX:076-239-4145



税務・会計

木村経営グループ

代表 木 村 岳 二

＊会社紹介＊

昭和50年（1975年）木村光雄税理士事務所として創業。平成26年（2014年）、税理士法人木村経営ブ
レーンとして法人化。50年以上の歴史の中で、基本業務の月次会計監査・税務申告に加え、お客様の事業
環境変化に対応するため、業務の幅を拡げてきた。昭和57年（1982年）、株式会社木村経営ブレーンを

設立して以来、医業経営、相続資産対策に特化。平成４年（1992年）、株式会社木村事業承継ブレーンを
設立し、合併分割などの組織再編、M&Aまで行い、50名規模のグループに至る。（公社）日本医業経営コ
ンサルタント協会の認定登録医業経営コンサルタント７名在籍。URL http://www.kkb-jp.com/

税務
中小企業向け賃上げ促進税制
～2024年度改正編～

適用している方も多いかと思いますが、今回は賃上促進税制（旧所得拡大促進税制）の中小企業向け（青色

申告書を提出する資本金１億円以下の法人又は個人事業主）の改正についてご説明いたします。適用開始につ

いて、法人は令和６年４月１日以降開始の事業年度、個人開業医は令和７年分からとなります。

2024年度税制での変更点については下記図をご覧くださいませ。

① 上乗せ措置である教育訓練費の下限が設けられたこと

② 新たな上乗せ措置として｢くるみん｣「えるぼし」の認定制度の創設

③ ５年間の繰越制度の創設

尚、新設された中堅企業向け及び全企業向けについては今回割愛させて頂きます。くるみん／えるぼし認定

については労働局への届出等が事前に必要になりますので顧問社労士さんなどとご相談下さい。５年間繰越制

度が創設されたことにより、赤字の年でも賃上げ税制の申告が必要になってきますので、前年より給与が増額

の場合は忘れないようにしましょう。詳しくは顧問税理士又は税務署にご相談下さいませ。



会計経理

医療機関での投資・運用

会計経理

税理士法人 ノチデ会計

代表税理士 後 出 雅 敏

＊会社紹介＊

税理士法人・医業経営コンサルティング会社・社会保険労務士事務所など各分野のプロフェッショナルをもつ、

医業経営の総合支援グループ。顧問先の多数を占める医業分野には特に力を注いでおり、病医院側の状況に応じ

てオーダーメイドで特に以下の業務を中心に支援を行う。

持分なし医療法人への移行支援、診療・介護報酬等相談、職員が満足する給与・人事評価制度等構築支援、病医

院建替え支援、医療法人及びMS法人設立・運営支援、新規開業及び承継開業支援、病床再編、後継者の意思決

定・養成支援、Ｍ＆Ａ支援 URL http://nochide_kaikei.tkcnf.com

近年の金・プラチナなど貴金属価格の高騰や米国－日本国の金利差などの

経済情勢を受け、銀行口座の資金を活用したいという相談が増えています。

個人、法人それぞれでの取り扱いについて考察します。

■個人事業者

医院の運営によって形成された貯蓄であっても、自由に投資運用へ資

金を活用することが可能です。ほとんどの場合、事業所得の必要経費と

はならず、事業主勘定を用いて会計処理することとなります。

運用で得た利益、配当はそれぞれ譲渡所得、配当所得として課税さ

れ、医業経営での所得とは別途で税額計算することとなります。

■医療法人

石川県のモデル定款（社団第９条）では「資産のうち現金は、医業経

営実施のため確実な銀行又は信託会社に預け入れ若しくは信託し、又は

国公債若しくは確実な有価証券に換え保管する」とされています。法人

によって各定款の詳細な規定は異なりますが、定款違反を行わないこと

が重要になります。

上記モデル定款の場合、国公債については日本国の限定がありません

ので、外貨建てを含む外国債の購入も可能です。

確実な有価証券という文言は解釈が分かれるため、格付けの高い企業

の社債・株式・公社債投資は定款違反ではないという意見もあります

が、行政指導リスクや医療法人の存在意義（医療・福祉サービスの提供

と地域社会や国民の健康・福祉寄与）などの点で運用肯定派は少ないの

が現実です。運用を検討の際は定款を確認し、社員総会にてその運用方

法に関する決議を実施することを推奨します。



医業経営

株式会社 Ｓｅｅｄｓ

代表 笠 田 圭 介

＊会社紹介＊

医療経営士及び医業経営コンサルタントとしての知識を活かし、出資持分対策、人事制度構築、病床

再編、新規事業化、人材確保、経営戦略実行支援、病院建替え、後継者問題の解決など、経営改善の

実務に従事している。

また、都道府県医師会や医療関連団体等でのセミナー講師や雑誌寄稿、医療法人の役員などの公的業

務を担っている。

医業経営

医業の承継（第三者承継で事前にやっておきたいこと）

医業承継でお悩みの先生向けに、承継の実務について連載しています。

今号は、親族内（お子さん等）に跡継ぎ候補がおらず、第三者への承継により事

業を存続させたいとお考えの場合「事前にやっておきたいこと」の一例をご紹介し

ます。

● 承継後のご自身の関与度合い

● 承継希望時期（目途）の設定

● 承継の適切な支援者（秘密保持義務、手続き、交渉他）

● 譲渡条件

● 譲渡前に“実施しない”ことの整理

● お相手への開示情報の整理

● 方針決定後の親族等への説明と合意

●（持分あり医療法人の場合）持分なしへの移行の可否は慎重判断

●（個人事業の場合）医療法人化

上記はあくまで一例ですが、個別の状況毎に整理する箇所等の事前準備は異なり

ます。

また、様々なルートからお相手候補者等の情報収集をする場合がありますが、情

報を適切に扱わなければ、承継が破談になる場合や、職員等の関係者の不安に繋が

る場合があります。

承継希望時期から逆算して、フェーズごとにすべきことを段取りよく準備してい

くことが、円滑な承継に繋がります。

そのためには、承継の実務経験が豊富な方へも相談の上、各医療機関の状況にあ

わせて進めていかれることをおすすめします。

第三者への医業承継についてご関心のある院長先生や関係者様は、お気軽にご相

談ください。



特別休暇と
年次有給休暇の導入

年次有給休暇の
計画的付与

賃上げ加算

受給額 最大

530万円

25万円

25万円

30万円～

480万円

社会保険労務士事務所
宮本人事労務パートナーズ

代表 宮 本 欣 弥

助成金
＊会社紹介＊

『助成金獲得はお任せください！』北陸三県唯一の助成金コンサルティング専門の社労士事務所

です。着手金０円！顧問契約不要！全国の豊富な成功事例で、中小企業の経営者、個人事業主の

皆さまをサポートさせていただきます。お気軽にご相談ください。

URL  https://hr-sr.com/

助成金

知って得する助成金情報

購入費用の最大

％80
活用例

認定される機器の事例

３つの休暇制度を導入すれば
生産性を上げる
機器の購入費用の
最大80％を受け取れる
可能性があります！

～手作業を機械化することで労働時間の短縮ができる機器～
治療器具洗浄機、滅菌器、清掃ロボット、POSレジ、
自動精算機、芝整備機、除雪機、電動式ベッド、
予約や在庫管理システム、
患者情報管理システム、財務会計システム 等

①有給のボランティア休暇を１日設定
②時間単位で取得可能な年次有給休暇を設定

③５日を除く年次有給休暇を指定の日に
取得させる制度を設定



保険・資産運用

日本の財政は本当に危機的なのか？⑤

株式会社
ﾘｽｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ﾗﾎﾞﾗﾄﾘｰ

金沢支店 原 勝 志

保 険 ・
資産運用

＊会社紹介＊

平成12年５月設立、本支店25拠点。全国36都道府県（北陸３県含む）の医師会・医師協同組合

と連携し、医療機関経営という観点から、セミナー活動、情報提供、個別相談などを行っている。

主な業務は、生命保険・損害保険の募集に関する業務、ファイナンシャルプランニング業務、資産

計画の企画立案に関する業務、経営に関する講習会の開催に関する業務、企業の販売活動に関する

人材育成のための教育及び育成業務など。 URL http://www.rml.co.jp

従来の財務省の説明によれば、国債の利払費が膨大になった場合に財政が持たなくなると言ってきました。

ここ30年くらいは低金利が続いていますが、もしも金利が高騰したら、あるいは、国債残高がどんどん拡大してそれに

伴って国債の利払費が膨大になったら、通貨の信認を得られなくなり財政破綻を導いてしまうとの論理です。

しかし、この説明の中に出てくる「通貨の信認」「財政破綻」についての定義すら、財務省は明確にしていません。

さて、今回は政府のネット利払費について着目してみたいと思います。

◆政府のネット利払費（2023年）について

1,200兆円国債残高

▲7.3兆円国債利払費①

530兆円国の金融資産

＋4.3兆円国の金融収益②

＋2.0兆円日銀の国庫納付③

▲1.0兆円①－（②＋③）

ネット利払費とは、政府が支払う国債の利払費から、政府が保有する金融

資産の生む金融収益を差し引いたものです。左の表のとおり我が国の国債残高

は約1,200兆円あるのに対し、政府は国債利払費を7.3兆円支出しています。

一方、政府は保有する金融資産530兆円から金融収益を4.3兆円得ていますの

で、ネット利払費は①－②＝３兆円となります。

また、国債残高の約半分は日本銀行が保有しています。当然日銀に対して政

府は国債の利払いをしていますが、日銀法53条により日銀は国債から得た利息

収入の大半を国庫へ納付することが義務付けられていますので、日銀の国庫納

付は約２兆円あります。

◆Ｇ７各国 ネット利払費 対ＧＤＰ比

対GDP比国

3.8％イタリア

1.9％アメリカ

1.8％フランス

従って日本国政府の実質のネット利払費はわずか１兆円し

かないことになります。

左の表はＧ７各国のネット利払費の対ＧＤＰ比を比較した

ものです。ご覧の通り我が国はＧ７の中では最低水準にありま

す。またＯＥＣＤの中でも２番目に小さい国です。

このように国際比較をしても、我が国の国家財政は極めて健

全な状況にあると言えます。

1.6％イギリス

1.4％カナダ

0.9％ドイツ

0.4％日本

《 質 問 》

日本政府のネットの利払費は、Ｇ７諸国と比較してかなり

少なく、利上げで財政負担が増えることは心配ないものと思

います。内需拡大のためには、積極的な財政出動が必要であ

ると思います。利上げを恐れるがために、財政出動の増加を

恐れる必要はないと思いますがいかがでしょか？

《 答 え 》

日本のネット利払費がＧ７諸国と比較してかなり少ないこ

とは事実です。そのため、利上げが財政負担を増加させるこ

とについての懸念は少ないと言えるかもしれません。以下

に、その理由と内需拡大のための積極的な財政出動について

考察します。

### 利払費と財政負担

１. **日本のネット利払費の現状**:

- 日本政府のネット利払費は他のＧ７諸国と比べて低い水準

にあります。長期間にわたって低金利政策が続けられてき

たためです。

- 日本銀行の大規模な国債購入（量的緩和）によって、政

府の債務利払いが抑えられています。

２. **利上げの影響**:

- 既存の国債の多くが長期固定金利で発行されており、短

期的には金利の上昇が政府の利払費に影響を与える可能

性は低いです。

- しかし、長期的には金利上昇が新規発行国債の利払い負

担を増加させる可能性があります。それでも、現在の低

利払費の状態から考えると、急激な財政負担の増加は考

えにくいです。

### 内需拡大のための財政出動

１. **積極的な財政出動の必要性**:

- 日本経済は内需の低迷が長年の課題となっています。少

子高齢化や消費者心理の冷え込みがその背景にありま

す。

- インフラ投資、教育、研究開発などへの公共投資は、内需

を喚起し、経済成長を促進するために有効です。

２. **財政出動と利上げのバランス**:

- 財政出動による経済成長が持続的であれば、税収の増加に

つながり、利払費の負担増を相殺することが可能です。

- 財政出動による短期的な債務増加よりも、中長期的な経

済成長効果が重要です。

### 結論

利上げを恐れて財政出動を躊躇する必要はないとの意見は妥

当です。特に日本のように利払費が低い国では、積極的な財

政政策を通じて経済成長を促進することが重要です。適切な

投資と支出を行うことで、内需の拡大と持続的な経済成長を

実現することが可能です。

これらの見解は、多くの経済学者や政策アナリストによっ

て支持されており、日本政府もこの方向性を考慮することが

期待されます。

◆ChatGPTに訊いてみました



リスクマネジメント

医業ｺﾝｻﾙ

石川県医師協同組合

担当 岩脇・中村・松村・村井

＊会社紹介＊

当組合は、平成４年４月に設立し、医療機器、医療用消耗品、書籍販売、医療廃棄物の業者紹介等、組合

員の先生方の医療活動にご利用をいただいております。令和２年１２月１日より、旧「有限会社アイエ

ム」の保険業務を引継ぎ、「団体医師賠償責任保険」及び「所得補償保険」、その他損害保険、生命保険

の代理店として、医師会の会員並びにご家族、従業員の方々へ保険の販売も行うこととなりました。

URL https://www.ishikawa.med.or.jp/ikyou/

～自然災害への備えはできていますか？～

【無料】作成をご希望の方は当組合までご連絡ください。










